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櫻井　宏明

要　旨

本稿では、主に外国人観光客による観光振興が経済に与える影響について、既存の統
計及び先行研究を簡単にまとめることにより考察を行った。概要は以下のとおりである。
第1に、観光振興に起因する経済成長は一国全体でも存在するが、その影響力の大きさ
は製造業ほどではない。他方、観光振興は比較的小規模に始めることが可能であり、特
に経済規模の小さい地域では地域振興の起爆剤になりうる。第2に、観光業は利用者不
在時に遊休施設となってしまうリスクが存在するが、ICT技術の導入やロボット化など
により一定程度防ぐことができる。第3に、COVID-19が観光業を通じて経済に与えた
影響等に関する研究成果は現時点まだ多くはないが、今後、新しい分析手法なども活用
した研究成果が期待される。

1．はじめに

外国や国内でも他地域を訪問すると当該地域の風土や文化などを知ることになり、相
手の考え方の背景事情に関する理解深化に貢献することができる。同様に、外国や他地
域居住者による訪問により、当地の風土や文化などを体感してもらうことができる。こ
のため、相互訪問は相手との相互理解を深化させるためにはとても大切な行動であると
考えられる。

貨幣の動きを分析する経済学の観点からは、訪問する、来訪するといった観光が経済
に与える影響も考えることができる。特に訪問観光客は交通や宿泊など多額の金銭を費
消し、地域経済を刺激する役割も得られる。

インバウンドと経済成長：COVID-19 後の議論から
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観光が経済成長に与える影響については、「Tourism Led Growth」と呼ばれ、特に
2010年代からは世界的な観光客数の増加とともに観光客入込数（インバウンド）や経済
成長に与える影響など経済学的分析も進んできたところである。こうした中で、2020年
に始まったCOVID-19に伴う入国規制や外出自粛呼びかけにより観光客数も急減し、経
済面に与えた影響が大きかったことは記憶に新しい。

本稿では、観光業の経済的位置づけについて確認した後、観光振興と経済成長に関す
る先行研究を概観、COVID-19以降の議論を紹介する。

2．観光業の位置づけ

まず、観光業の経済面からの位置づけについて、各国比較のデータ及び産業連関表か
ら確認をする。

（1）データからみる観光産業の大きさ

まず、各国比較について、データを確認しよう。少し古いが、平成28年版観光白書が
2014年現在での観光業のGDP比率や雇用の大きさを概算している（観光庁2016、表1参
照）。これによると、世界全体のGDPにおける観光業の大きさ、雇用ともに1割弱となっ
ていることがわかる。日本における観光業がGDPに占める割合は2014年段階で7.5％、
雇用の大きさは7.0％と世界全体に比べまだ小さいが、タイの観光産業がGDP比率に占
める大きさは17.8％、雇用の大きさは14.1％を占めるなど、一部の発展途上国にとって
は大きな産業になっていることがわかる。
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表1　主要国の観光産業の位置づけ（2014年時点）

（備考）観光庁（2016）、図表Ⅱ－4。

（2）産業連関表にみる観光業の位置づけ

次に、日本の産業連関表から観光業関連産業の有する効果の大きさをみてみよう。観
光産業はその性質上、大分類では交通の面からは運輸・郵便、両替や決済の観点からは
金融・保険、宿舎などの面からは対個人サービスなどの一部を構成していると考えられ
る。

このうち、当該産業の生産が1円増加した際に最終生産物が何円増加したかを示す誘
発係数（いわゆる経済効果）を2015年の産業連関表にて確認すると、観光業に関連する
産業として運輸・郵便が約1.7倍、金融・保険が約1.5倍、対個人サービスが約1.7倍となっ
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ている（総務省2019）。全産業全産業平均の誘発係数が約1.8倍であることに鑑み、平均
的な経済効果があると考えられる。

また、他産業から受ける感応度係数、他産業に影響を与える影響度係数をみると（図
2参照）、運輸・郵便は感応度係数が大きいものの影響度係数は小さく、金融・保険、対
個人サービスとも感応度係数、影響度係数とも小さい。輸送は他産業の影響を受けやす
い産業構造であることは、コロナ禍に航空や鉄道などが大きな影響を受けたことを考え
てもわかりやすいだろう。

図2　日本の各産業が示す影響力係数と感応度係数（2015年産業連関表）

（備考）総務省（2020）図5－6。

（3）観光業の性質

最後に、議論の前提としての観光業の性質について考えてみよう。観光業は宿舎の空
室や航空・列車の空席にみられるように需要がその時、その場に存在しないと費用のみ
がかかってしまう。これを森川（2020）では「生産と消費の同時性」と呼んでいる。在
庫を有しないため、稼働率は企業業績に直結する性質を有している（森川2020、p.16）。
この点、景気循環と観光業の関係や、機械化による生産性向上に関する研究が行われて
きた。加えて、9.11やSARSといった外的要因に起因する一時的な観光需要の落ち込み
が与える影響に関する分析も行われている。
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（4）COVID-19による観光客数の減少

世界全体の国際観光客数の推移をみると（図3）、2019年には14億7千万人であった観
光客数が2020年には4億人と7割以上減少している。2021年には約4億2千万人と微増した
ものの、依然2019年比では7割減が続いた。おそらく2022年には回復することが見込ま
れているが、COVID-19の影響が完全になくなってはいないことから、2019年の水準ま
で回復するにはあと数年かかるものと考えられる。

図3　世界全体の国際観光客数の推移

（備考）観光庁（2022）、図表Ⅰ－5。

当然ながら観光客数の減少が観光業を通じて経済成長に与える影響も存在していると
考えられ、観光業のウエイトが大きいほど経済成長に与える影響も大きいことが予想
される。Gossling and Schweiggart（2022）では、2018年の観光業GDP比と2019年から
2020年にかけての経済成長率の関係を示しており、観光業のウエイトが大きい国ほど大
きいことを示唆している。

また、ILO（International Labor Organization、国際労働機関）では雇用の動きにつ
いて示している（ILO 2022）。これによると、世界全体では増加していた雇用も2019～
2022年には大きく減少する一方、2020～2021年には回復に向かっていることが示されて
いる。こうした中、2021年の雇用者割合については、男性で68.6％、女性では43.2％と
低い数値が示されている。

3．観光振興と経済成長（COVID-19以前）

以上を踏まえ、本章では観光産業と経済成長に関する先行研究を概観していく。より
具体的には、時系列分析の手法を用いて観光産業の成長率とGDP成長率の関係につい
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て定量的に分析する手法である。日本を対象に分析を行った浦沢、笠原（2017）ではそ
の結果を要約すると、①観光客数の増加はGDPにプラスの影響を与えるものの、需要
増がGDP増加に与える影響ほどは大きくない、②観光客数は円高等によりマイナスの
インパクトを受ける、としている。

日本のみならず、その他の国についても主に時系列分析を使用すると、観光業が成長
すると経済が成長している関係がみられることが多いようである。このため、観光業は
その効果は製造業などに比してそのインパクトは大きくないかもしれないが、経済成長
にはプラスに影響を与えると考えられる。これは、旅行に出ることで消費額が増加する、
外国から観光客を迎えることで、外国から所得を得られるという直観にも整合的である。

ただし、経済全体にはプラスであっても、富裕層に偏ったプラスで貧困層の底上げに
つながらないなら経済格差拡大に直結するものであり、貧困層からみて必ずしもよい経
済成長とはいえない。この点、富裕層は富裕層なりに、貧困層は貧困層なりに各々所
得が拡大する状態を「包括的成長（Inclusive Growth）」と呼ぶ。観光業が包括的経済
成長に与える影響についても議論が進んでおり、本稿では　Jeyacheya and Hampton 

（2020）をもとにCOVID-19前の議論をとりまとめる。
まずは、観光業は包括的経済成長にはよい影響を与えるというのが多数のようである。

これは、直接的に宿泊や交通などに限らず、農林水産業、家具や繊維・衣料など背後に
ある地域産業のサプライチェーンを豊かにするためである。対して、観光業が盛んにな
るなかで地域全体が豊かにならない例は多くないようであり、特に観光地化する際の最
初の努力が重要であるとしている。

逆に、地域が観光に基づく成長を取り込めない場合は2点が考えられる。1点目は資金
制約の問題である。より具体的には地域全体としては経済規模が拡大しており、関連す
る商店や事業などの起業を希望しても銀行から融資を受けられず起業ができない場合で
ある。こうした借入資金に制約が発生する場合には経済格差が拡大することが一般的に
知られている。2点目は施設内で完結するような大規模リゾート開発である。この場合
には、観光客が施設から外に出てこないこと、関連する食品、家具なども関連会社で調
達されることから当該地域への入れ込み客数増加にもかかわらず地域経済が裨益せず、
当該施設関係者のみが豊かになる経済格差拡大が想定される。

4．COVID-19後の議論

ここからはコロナ禍後の議論についてその一部を紹介していく。

（1）不確実性

まずあげられるのが、COVID-19に伴う経済の不確実性である。
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前述のとおり、観光業は需要がその時、その場に存在しないとコストになってしまう。
この点、景気循環と観光業の関係や、機械化による生産性向上に関する研究が行われて
きた。また、COVID-19による影響は大きいものの、これまでも9.11やSARSなどにより
一時的に観光需要が落ち込む経験はあった。

この点、経済的側面からは観光需要の所得弾力性を計測する手法があげられる
（Plazakova and Smeral, 2022）。Smeral and Song （2015）では、世界金融危機直後とな
る2009年と回復途上にある2010年の観光に関する所得弾力性を推計し、所得の弾力性は
景気変動に伴い変動し、景気後退期と景気改善期では非対称的に変動することを示した。
この点、Peng et al. （2015）では観光業の所得の弾力性及び価格の弾力性に関する先行
研究のメタ・アナリシスを行い、各々の弾力性は出発地や目的地のみならず、データ特
性などによっても変動する傾向があることを指摘している。Smeral （2017）では景気変
動による所得の弾力性の変動を消費者行動の変化と政策変更によるものと考え、経済
変動は中期的要因であるため、旅行は必ずしもぜいたく品ではないと考えた。Smeral 

（2018）では景気変動に季節要因を加え旅行の所得弾力性を計測した。この結果、所得の
弾力性に加え、季節によっても所得弾力性が異なることを示している。

観光業の需要には伸縮性があるが、この欠点の補完には生産性向上のためのオート
メーション化があげられる（Ivanov et al., 2022）。従前のIT導入の他、産業ロボットや
自動走行車、AIの活用、無人売店、顔認証などである。こうした技術導入に伴い、マ
イナスのインパクトを補うのみならず、感染症のような場合には機械を通じることによ
り人的交流を遮断し、感染症の流行を遮断することも可能となる。

（2）初期の影響

初期の段階では致死率が高かったため、入国制限と感染の関係が議論された。
Farzanegan et al. （2021）では、2020年4月までのCOVID-19に関するデータから、入国
者数を1％高めるとCOVID-19の感染者数は1.2％、死者数は1.4％増加すると推計した。

また、Hoarau （2022）の分析では、国民1人あたりCOVID-19の感染者数と国民1人
あたり入国者数の推移をとると、あまりにも強い関係が得られる一方、この関係性は
本来あるべき説明変数を加えていない問題（Omitted Variables）を抱えていることを
指摘している。説明変数を加え、COVID-19初期段階では入国者数が10％増加すると
COVID-19は5.5％程度増加するものとしている。

（3）東南アジアにおける影響

東南アジア（フィリピン、タイ、インドネシアなど）や太平洋島しょ国（フィジーな
ど）については観光産業の占めるウエイトが大きく、経済的影響のみならず雇用面や開
発手法などについて分析されている。
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Jeyacheya and Hampton （2022）では、東南アジアの他、中東などでもみられる大規
模リゾート開発への影響及び観光業従事者の雇用不安定性には定性的に言及している。

Klinsrisuk and Pechdin （2022）では、タイの影響について、産業連関分析を行い、
COVID-19に伴う観光制約に起因するタイ経済のマイナスは年間4.78兆バーツ（2022年
11月7日現在の2020年のタイ名目GDPが約15.64兆バーツであることから、GDP比は約
30.5％）、家計収入に限っても1.5兆バーツ（同比約9.6％）にのぼるとしている。このため、
同論文では、長期的にみてタイの観光産業がより多様な産業に再構成されることを期待
している。

Makun and Jayaraman （2022）では、南アジア6か国の1995～2018年のデータを用い
て時系列分析を行った結果、観光客数減少は経済にマイナスの影響を与えるものの、
ICT導入促進によりマイナスを緩和しうることを示している。

（4）日本における分析

日本でも観光客数が増加する中で、観光業に関する分析が盛んになっている。
Konishi（2019）では日本の観光業と関係するサプライチェーンについて考察を行っ

ている。
小西、西山（2019）では2011～2017年の宿泊旅行統計調査からCOVID-19を考慮し

ない推計値として2020年には4千万人強の外国人訪問客があるものとした（2019年には
3188万人）。

森他（2020）では、月次の都道府県間の移動データをもとに、感染症対策として講じ
た移動制限が機能しているかを検証している。その結果、2020年4 ～ 5月については移
動制限が機能しており、夏からは都道府県内の移動が都道府県外への移動を凌駕してい
るなどを示している。また、こうした移動制限については感染率を上昇させている可能
性がある（Miyawaki et al. 2020、越智他2020）。

Nguyen （2020）では、34の出発国を選定して1996年第1四半期から2018年第4四半期
までの時系列分析を行い、ビザの緩和が観光客数増加に貢献する一方、円高は観光客数
増加にはマイナス要因であることをあげている。

5．おわりに

本稿では観光が経済に与える影響に関する分析についてこれまでの議論を簡単に振り
返った。大きくとりまとめると以下のように考えられる。

第1に、一国全体としてマクロ的にみると、観光振興に起因する経済成長は存在する
可能性が濃厚であるものの、その大きさは必ずしも製造業ほどでない。他方、地域経済
としてミクロ的にみると、観光振興は比較的小規模に始めることができ、特に経済規模
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の小さい地域では地域振興につながりやすい。
第2に、観光業は利用者不在時には遊休施設になってしまうものの、ICT技術の導入

やロボット化などにより一定程度カバーできる可能性について議論が進んでいる。この
点、一国全体としては技術支援等が重要であるが、個々の事業者レベルでも、支払代金
の決済システムやインターネットの進展、地場産業の活用など、中長期にわたる改善が
行われることが必要である。また、本件に関しては地方政府からみても中長期にわたる
行政業務がありうることが示唆される。

第3に、COVID-19に起因する経済への影響はデータが出そろっていないこともあり、
必ずしも中堅からトップジャーナルへの掲載はまだ多くはない。この点、Tourism Led 
Growthに関する分野については従来から存在する分析手法を応用させたもののみなら
ず、新しい分析手法が開発されていくことが期待される。

観光業に関する研究は多岐にわたっており、本稿では追いかけ切らなかった観点も多
く含まれる。今後、訪日観光客数は長期的にみればCOVID-19の終息とともに観光客数
は増加が見込まれる一方、様々な状況から急変するリスクは潜んでいる。今後、基礎的
な分析の積み上げによる適切な状況把握と中長期的な適切な政策の組み合わせにより、
観光業に潜む様々なリスクに対応する一方、相互理解につながるこの業界を進展させて
いくことが期待される。
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